
申請書等の押印見直し方針 

 

１ 趣旨 

 行政手続きの簡素化及び村民の利便性の向上を図るため、個人、事業者及び職員が行

う申請手続き等において、村民等に求めている申請書の氏名欄の認印（個人における登

録された実印又は法人における登録された代表者印以外のもの）の押印について見直し

を実施する。 

 

２ 基本方針 

 原則として、村が提出を求めているすべての文書について、押印の必要性及び申請者

の負担について考慮し、見直しを行うこととする。ただし、以下に該当する文書は引き

続き押印を求めるものとする。 

 (1) 地方自治法第 234条第５項により記名押印が義務付けられている契約書 

 (2) 本村以外の組織・団体から押印が義務付けられているもの。 

 (3) 上記以外の国及び県の法令・条例・通知等により押印が義務付けられているもの。 

  ・ 国や県が押印欄のある様式を定めている場合で、押印が義務付けられていない

場合を含まない。 

  ・ 国及び県の法令・条例・通知等により押印が義務付けられているものに基づく

「口座振替（送金）申請書」、委任状、請求書、領収書等を含む。 

 

３ 見直し基準 

 村に裁量のある文書は、次の基準により見直しを行う。見直しにあたっては、一般に

押印の代替として求められる署名についても検討するものとする。 

  (１) 押印又は記名押印を求めているもの 

次に該当するものは原則押印を不要とする。ただし、性質上真に押印が必要と 

認められるものは、引き続き押印を求めるものとする。 

   ・ 本村条例等に根拠がなく押印を求めているもの 

   ・ 認印によるもの 

   ・ 押印を求める趣旨（本人確認等）に合理的な理由がないもの 

   ・ 押印を求める趣旨が他の手段（電子申請システム等）により代替可能するこ

とができるもの 

(２) 署名及び押印を求めているもの 

   原則として、押印は不要(署名のみ)とする。ただし、署名を求めることに実質

的な意味がないものについては、記名とする。 

 



 (３) 署名または記名押印を求めているもの 

    原則として記名のみとする。ただし、性質上署名を求めることに実質的な意味

がある場合は、署名を残すことを認める。 

 

４ 法令改正等への準拠 

 「２ 基本方針」に示す文書に該当するもの又は特段の理由により独自に押印を求め

ている文書であっても、国や県その他の団体において押印が不要と認められたものにあ

っては、当該団体の見直し結果に準拠し、原則として村においても押印を求めないこと

とする。 


